






　今後の活動の更なる発展・継続的な取組のため，条例指定・認定による税制上の優遇措置のメリットを
活かし，事業の収益性をや寄附集めの取り組みを意識するとともに，事業の全体を俯瞰し優先順位をつけ
ながら，注力すべき部分は外部組織との連携を模索する等積極的に活動基盤の強化を図っていく運営を期
待する。




